緊急雇用創出基金事業（重点分野雇用創出事業）
障がい者のための国際児童文学館所蔵書の
データベース構築等業務仕様書（案）
【業務名称】　緊急雇用創出基金事業（重点分野雇用創出事業）
「障がい者のための国際児童文学館所蔵書のデータベース構築等業務」
【履行期間】　平成25年７月～　平成２６年２月（予定）
【履行場所】　大阪府立中央図書館の指定する場所
１　基金事業について
　（1）事業の趣旨
　　　重点分野雇用創出事業は、現下の厳しい雇用失業情勢に対応するため、未就職卒業者等の失業者に対して、次の雇用までの短期の雇用・就業機会を創出・提供し、これらの者の生活の安定を図ること及び次の安定雇用（１年以上の契約社員又は正社員）に結びつけること（就職目標５０％以上）を目的としており、受託者は事業の趣旨を踏まえ以下記載の事項を遵守すること。
（２）事業実施のための新規雇用失業者の人員等
①　受託者は事業の趣旨に基づき、新規に労働者を雇用し業務を実施すること。
②　受託者は雇用を行った労働者の使用者として、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）、労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）、職業安定法（昭和２２年法律第１４１号）、最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号）、労働者派遣法（昭和６０年７月５日法律第８８号）その他関係法令を遵守するとともに、これら法令上の一切の責任を負い、かつ、責任をもって労務管理を行うこと。
③　受託者は、失業者を雇用することから、業務面（職場の人間関係を含む）、生活面など様々の悩み等を気軽に相談できる体制を整備すること。

④　雇用にあたっては１人あたりの雇用期間は、４ヶ月以上８ヶ月以内とする。
⑤　緊急雇用創出基金事業に従事したことのある新規雇用失業者については、緊急雇用創出基金事業に従事した雇用・就業期間が通算して1年以内となるよう留意すること。ただし、東日本大震災の被災者については、その限りではない。

なお、過去に「ふるさと雇用再生基金事業」又は「緊急雇用創出基金事業（重点分野雇用創出事業及び地域人材育成事業）」に従事したことのある人は原則新規雇用失業者として雇用することはできない。ただし、東日本大震災被災者又は障がい者については、その限りではない。
　　　⑥　受託者は、新規雇用失業者を、本事業における雇用期間内に他の緊急雇用創出基金事業等の業務に従事させてはならない。

また、受託者は、新規雇用の失業者に対し、本事業の経費をもって、本業務以外の業務（受託者の既存業務等）に従事させてはならない。(ただし、ＯＪＴの場合は除くが、大阪府の認めたものに限る。）

⑦　失業者を雇用する際、雇用時点に書面にて、次の内容を通告しておくこと。
「本事業の参加にともない、以下について同意したとみなします。法令等の定めなどにより、業務終了後５年間（業務終了日の翌年度４月１日から起算して５年後の３月３１日まで）は、国機関（厚生労働省・会計検査院等）や大阪府による調査・検査のため、あなたの個人情報の提供等行うことがあります。」
⑧　本事業の趣旨に鑑み、事業開始時から終了時まで新規雇用失業者を含めた体制で事業実施すること。
（３）事業に従事する労働者数及び新規雇用の失業者の労働時間について

①　受託者が事業を実施するにあたっては、事業に従事する労働者数、新規雇用の失業者の労働時間は『事業に従事する労働者数及び内訳』（別紙Ａ）のとおりとする。
②　新規雇用の失業者の労働時間は、原則就業規則上の正社員のフルタイム勤務と同等とする。ただし、障がい者等でフルタイム勤務が困難な方については、別途協議する。
③　時間外勤務は、原則禁止とする。
④　新規雇用失業者個人の就職活動は業務とみなさないため、労働時間の対象外とする。
（４）人件費率等の取扱いについて

①　受託者は契約金額（消費税及び地方消費税額を除く）に占める新規雇用の失業者の人件費は「６８％以上」とすること（人件費に事業費（事業旅費・事業経費）、利益等を含めない。）。

※ 新規雇用失業者が訓練期間中に就職により退職するなど、やむを得ない理由により上記の比率を満たすことが困難となった場合であっても、①の比率は５０％を下回ることができないので、留意すること。
※ 委託契約締結時には、別添９「概算見積書」により提案された人件費比率を、契約上の人件費比率とするので、十分留意すること。
※ 提案時の積算については、消費税及び地方消費税（以下「消費税」という。）を含めない。契約時に調整・協議した額に５％相当額を加算した額をもって、契約金額とする。なお、契約時に免税事業者であることがわかっている場合は、税抜金額で契約する。
※ 通勤交通費（通勤手当）は、通常、課税仕入れ（内税）に該当するので、留意すること。
　　　　　 ※ 非課税・不課税・免税等、課税されない額については精算時に調整する。
②　人件費には、諸手当、賞与、退職手当等（受託者の社内規程において労働者に対する支払いが義務付けられている場合に限る。算定は基金事業に従事していない期間を除く。また、支払いは、基金事業従事期間内のみ対象。）及び社会保険料（健康保険、厚生年金、介護保険、児童手当）、労働保険（雇用保険、労災保険）に係る事業主負担分を含む。
　　　　　　なお、社会保険、労働保険については、法定どおり加入させること。
（保険について、誤解釈のケースが見受けられるため、積算等にあたっては、法改正等に十分留意するとともに、必要に応じて関係機関に問い合わせるなど、違法状態とならないようにすること。）

③　新規雇用の失業者には、賃金のほか、就業規則による通勤手当を別途支給すること。
　　　　　ただし、就業規則で通勤手当の支給を定めてない場合にあっては、新規雇用の失業者に必要となる通勤費用の全額を支給すること（新幹線や有料特急、航空機による通勤費は認めない）。
　　　　④　人件費単価については、既存の労働者の賃金を上回らないよう十分精査するとともに対外的に説明できるように根拠資料等を備えておくこと。
（５）新規雇用の失業者の募集について

①　受託者は、新規雇用にあたっては失業者、求職者に広く就職の機会を提供するため、ハローワークに必ず求人申込書を提出し、求人申込書の備考欄に「大阪府雇用基金（緊急・重点）」と明記すること。
②　受託者は求人票の写しを大阪府へ提出すること。求人票の内容を変更して雇用契約書を締結する場合は、事前に大阪府に協議すること。

③　受託者が就職情報誌やタウン誌等に求人広告を掲載することは妨げない。ただし、求人広告の掲載費用など採用活動にかかる経費は、原則、本事業の経費として認めない。
④　事業を実施する際、受託者がハローワークに提出する求人内容は、「大阪府」及び「ＪＯＢプラザＯＳＡＫＡ」のホームページに掲載するため、あらかじめこれに同意すること。

⑤　採用する失業者は、府内住居者に限定しないが、労働安全や合理性等を考慮し、近隣府県から通勤できる範囲の居住者とする。

【提案項目】
　A　新規雇用失業者の募集方法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２（３）に詳細を記載
（６）書類の保存について

　　　　全ての証拠書類（別紙Ｂ）は本業務終了後、５年間保存しなければならない。

（７）就職困難者の確保について

　  　　就職困難者の求人に関しては、積極的に『大阪府就職支援機関のご案内』（別紙Ｃ）を活用し、以下の就職困難者の雇用確保に努めること。

①　障がい者：「障害者の雇用の促進に関する法律」に基づく障害者法定雇用率の適用を受ける方
②　母子家庭の母：ハローワークを利用して雇用した母子家庭の母又は「大阪府母子家庭等就業・自立支援センター」、「大阪市母子家庭等就業・自立支援センター」を利用して雇用した方
③　高年齢者：５５歳以上の方

④　ホームレス：「ホームレス自立支援センター」入所の方

⑤　非正規労働者：前職が正社員ではなく、パート、アルバイト、派遣社員、契約社員、嘱託等であった方

⑥　未就職卒業者（重点）：高等学校、大学等卒業後概ね３年以内でこれまで正社員経験のない方

⑦　その他：「地域就労支援センター」を利用して雇用した方

⑧　東日本大震災の被災者：東日本大震災の被災求職者で罹災証明書のある方

（８）雇用計画書の提出について

　　  　受託者は、契約締結日前までに『雇用計画書』（別紙Ｄ）を作成し、大阪府あて提出すること。

（９）失業者の確認について

① 受託者は、新規雇用に際して、本人から『宣誓書』（別紙Ｆ）を徴収するとともに、原則としてハローワークの紹介状（及び雇用保険受給者資格者証、履歴書等）を受領し、本人に失業者であること及び基金事業への就労状況の確認を行うものとする。ハローワークからの紹介でない場合も雇用保険受給者資格者証、ハローワークでの求職者登録、履歴書等で必ず確認すること。また、これらの資料のコピーを保存しておくこととし、大阪府の求めがあれば提示すること。
② 受託者の家族を失業者とみなして訓練生等として採用することや、失業者であっても、受託者のアルバイト労働者を再採用するなど、緊急雇用創出基金事業の趣旨に反する事象については、失業者と認めない場合がある。疑義がある場合は大阪府と協議すること（詳細については採択後確認する）。
③　デザイナー、カメラマン、剪定職人などの一人親方、フリーランスなどで活動している者などの個人事業主については、廃業届等の証明書類により必ず確認すること。証明書類により確認できない場合は、原則として失業者と認めない。
（10）同意書について
　　　　 受託者は、雇用契約締結時に新規雇用の失業者に対し、大阪府又は厚生労働省が実施する当該事業に関する調査等に協力することについて同意するよう指導し、原則として新規雇用者全員分の『同意書』（別紙Ｇ）を回収し、大阪府に提出すること。
（11）労働者数の報告について

　    　 受託者は、月ごとに業務に従事する労働者数等について『業務従事者状況報告書』（別紙Ｈ）により、該当月の翌月７日以内に報告すること。

（12）新規雇用の失業者等の雇用管理に係る留意事項

①　労働条件などについて、新規雇用の失業者の給与額が、原則として受託企業の正社員の初任給や常用雇用者の賃金を上回らないこと。

②　本事業の受託に伴い、既存労働者の雇用に影響を及ぼしてはならない（解雇や休業、労働争議の発生など）。

③　業務内容は単純で技能の向上に繋がらない作業は避け、新規雇用の失業者のキャリア形成に資するものとなるようにすること。
（13）事業経費の取扱いについて

　　    ①　本業務の経費をもって、他の業務の経費をまかなってはならない。

　　      また、本業務にかかる旅費（巡回・調査業務等に要する交通費）・制服代等の雇用者にかかる実費分については、新規雇用の失業者に負担させず、受託者が負担すること。
　　　　②　ＯＦＦ－ＪＴ（職場を離れての訓練・教育、座学を中心とした訓練・教育）の経費については、事業経費として認めない。
　　③　事業費は実費弁済の考え方をとっていること。（事業者が実際に支払った経費分だけの請求を認め、利益率の付加は認めない。よって、本事業のために支出した全ての経費（既存雇用者の人件費や、一般管理費、雑費、諸経費等も含む）について、給与明細、公的証明書、領収書等の各種証拠書類の提示を求める。
※ 人件費は実際に支給した給与額等（給与明細等で証明できる額）の積み上げで積算（精算）することとし、いわゆる単価方式（例：支給実績に関わらず、主任研究員は１日60,000円で一律計上する）は認められない。
※一般管理費、雑費等も各種証拠書類の提示が必要。
　　　　④　なお、本事業では提案内容によっては収入の発生が見込まれるが、“営利目的の事業”は基金事業の対象とならない。よって、事業費は原則として委託料により賄うこととし、収入を事業費の財源として見込むことはできない。事業を円滑に実施するため、委託契約に基づく業務の範囲内で事業費の精算に含まれない経費を支出する場合や委託金額を超えて事業費を支出する場合は、あらかじめ大阪府と協議すること。ただし、本事業において発生した収入を本事業の事業費以外に充てることはできない。
この場合、収入から委託金額を上回る事業費（増額分）を差し引いた額を、大阪府からの通知に基づき返納すること。
例》【５０，０００千円－２０，０００千円＝３０，０００千円】を返還する。
	収　　入
	支　　出

	委託料
	１００，０００千円
	事業費
	１００，０００千円

	事業収入
	５０，０００千円
	委託料を超えて要した事業費
	２０，０００千円


（14）財産取得について

　　     財産価値が生じるような工事費など、財産取得となる経費は認めない。
また、物品等で本事業終了後、財産価値が残存する場合は、売却等を行いその金額を返還しなければならない。
※パソコン、机等は適正な価格のレンタルが望ましい。
（15）調査協力承諾書 兼 就職状況調査（第一回）について
受託者は、『同意書』（別紙Ｇ）に基づく調査として実施する『就職等調査のお願い（別紙Ⅰ－１）』『調査協力承諾書（別紙Ⅰ－２）』『就労状況調査（別紙Ⅰ－３）』について、雇用期間終了時（中途退職の場合は退職時）に、新規雇用失業者全員に新規雇用者記載欄を記入させるよう指導し、新規雇用者全員分の受託者記載欄に記入の上、事業終了後５日以内に大阪府に提出すること。提出の際には、『就職状況調査集計表』（別紙Ｊ）及び『就職状況報告書』（別紙Ｋ）を併せて大阪府に提出すること。
（16）雇用期間終了後の求職者への対応について

　　  受託者は、雇用していた求職者に『大阪府就職支援機関のご案内』（別紙Ｃ）及び『就職支援機関案内』のちらし（別添１０）を配布し、周知すること。

（17）事業終了後の対応について

受託者は、事業終了後、１０日以内に『雇用実績報告書』（別紙Ｌ）を大阪府に提出すること。
また、大阪府が『事業報告（パワーポイント形式）』（別紙Ｑ）を作成し、大阪府ホームページで公表するため、受託者はデータの提供等作成に協力すること。
２　業務概要（委託業務の内容）

（1） 業務内容について
雇用失業情勢は依然として厳しい。また、法定障害者雇用率の引き上げに伴い、今後、障がい者雇用は進むと考えられるが、障がい者の中には、雇用就労経験が乏しいなどの理由で、どのような職種が向いているかなどの不安がある場合がある。
　本事業では、新規雇用失業者等を雇用し、国際児童文学館所蔵書のデータベース構築等業務を行うものであり、業務を通じて以下の能力やスキルを身に着けることをめざす。
1 資料を扱い、資料のデータ入力等を行うことで、図書館業務のスキルやノウハウを身につける
②コンピューターを活用したデータ入力により、コンピューターの操作、技術能力を向上させる
③支援員のもとで就労することにより、コミュニケーションスキルを身に着け、就労する力をつけていく
以上により、業務終了後に正社員又は１年以上の契約社員として安定した就労につなげることを目的としている。
　なお、障がい者を含む新規雇用失業者の業務終了後の就職率は、受託者の支援により５０％以上となることを目標とする。
（２）一般事項
　　①　作業の実施は、原則、日曜日・月曜日（休館日）・祝日を除く、火曜日から土曜日までの午前８時45分から午後５時までとし、この時間帯には45分の休憩時間を含むこととする。
ただし、月曜日が祝日の場合は作業を実施することとし、その代わりに翌火曜日を作業実施のない日とする。
　また、作業の実施は、大阪府立中央図書館（以下「図書館」という。）内の指定場所で行うこととする。
2 　以下ア及びイの消耗品等は、図書館が指定するものを受託者が準備する。　　　　　
　　　使用物品等　　　　　　
　　　　　　・バーコードラベルシール5,358枚（1枚28片）、背ラベル2,381枚
（１枚63片）　　規格外　詳細仕様書は別添のとおり
・ラベルキーパー300,000枚
　　　　　　・パソコン11台
　　　　　　　⇒パソコンはデータベース回線に接続し業務端末として使用する。
　　　　　　　　本体は次の機能が必要
ＯＳ：WindousXP
　　　　　　　　CPU：CeleronプロセッサーG550以上
　　　　　　　　メモリ：２GB以上
　　　　　　　　HDD：250GB以上
　　　　　　　　画像解像度：14インチ以上
　　　　　　　　付属品：USBマウス
注）システムリプレイスにより使用機種が変更となる場合は、大阪府と別途協
議が必要
　　　　　　　注）現在システムはNEC製を使用
　　　　　・バーコードリーダー11本
　　　　　　　品番NEC　PC-MA-K30　同等品可
　　　　　・その他（ブックエンド、印刷トナー・ドラム、LANケーブル、ハブ等）
　　　・プリンタ
　　　　　・その他（ブックトラック等）
③　作業の実施にあたり、作業実施場所を使用する場合の行政財産使用料及び必要な電力、水道及びガスにかかる料金（以下「光熱水費等」という。）については、次のとおりとする。
　・作業実施場所にかかる行政財産使用料は免除する。
　・作業の実施に必要な光熱水費等は、受託者が負担する。
　　　使用場所：図書館内　複写室
　　使用面積：５４．５４平方メートル　　
　　　参考）使用面積にかかる平成24年度の光熱水費実績額（本業務の委託期間計）
　90,000円（税抜）
　　④　作業開始にあたり、作業手順・注意事項確認のため、図書館と十分調整する。
⑤　国際児童文学館の図書資料は永久保存される貴重な文化資料であるため、保全に万全を期すこととする。万一、汚損、破損、紛失等の事故が生じた場合、またその他図書館に損害を与えた場合は、受託者は賠償の責めを負うものとする。
⑥　対象図書資料の内容閲覧は厳禁する。
⑦　図書館が行う検査の結果、不合格となった成果については、受託者において手直
しすることとする。
8 その他、受託者が負担する必要経費として、連絡調整用通信費32,000円（税抜）を見込んでいる。
（３）委託業務の内容
・国際児童文学館の所蔵資料15万冊へのバーコード貼付、および書誌データとの電子的紐付
・資料15万冊の請求記号入力とラベル作成、および資料本体への貼付
・資料15万冊の蔵書点検作業（バーコード貼付済み資料のポータブル端末での読込）
【国際児童文学館について】
国際児童文学館は、国内で初めての児童文学・児童文化にかかる専門的な資料センターである。
明治以降の貴重な資料を独自の方法で収集整理しており、国内外から注目を集め、高く評価されている。通常、図書館では対象外となる資料も、資料の歴史的価値や研究意義等を勘案して収集し、付加価値としての独自データを追加入力するなど、その業務は極めて専門性の高いものとなっている。
1 作業対象　国際児童文学館所蔵資料15万冊
2 作業内容
A　資料本体（現物）へのバーコード貼付および書誌データへの結びつけ
（A-a 作業の目的と概要）
資料本体（現物）と、業務システム内の書誌データを正しく対応させるため、資料
本体にバーコードを貼付し、対応するデータ上には当該バーコード番号を入力する
（A-ｂ　作業手順）
・バーコードを印刷する。（番号は図書館が指定する）
　　　　  ・地下書庫に配架されている資料をブックトラックに積み込み、作業場所へ移動する。
　　　　　・資料本体（現物）をもとに、書名、著者名、出版社名、所蔵情報等で業務システムで検索を行う。
・対応する書誌データがあった場合、資料本体にバーコードシールを貼付し、ラベルキーパーをかける。
・貼付したバーコードシールの番号を、検索して表示された書誌データに入力し、資料本体と電子情報を結びつける。（電子的紐付）
（A-c作業の留意事項）
・支援員は、障がいのある作業員に対して、資料の見分け方・資料本体と書誌データの特定方法を指導すること
・データのない資料については、図書館職員に引き渡すか、目印をつけること
・図書館が用意するマニュアル通りにラベルをカバーの上から貼付すること（資料に直に貼らないこと）
・貼付したバーコードをスキャンにより業務システムに入力する前に、データ内に仮付与されている資料番号を、「旧資料番号」にあらかじめ保存しておくこと
・作業はミスのないよう、その全件について統括員もしくは支援員がチェックすること
・作業終了後、資料を地下書庫に元通りに再配架すること。データがなく図書館職員に引き渡した場合も、再配架が可能なように空間を確保しておくこと。
・再配架についても統括員もしくは支援員がチェックすること
B　請求記号の入力とラベルの作成および資料本体への貼付
（B-a 作業の目的と概要）
資料15万冊について、請求記号をデータ入力し、業務システムで請求記号ラベルを作成して資料本体に貼付し、保護シール（ラベルキーパー）を貼る。
（B-b 作業手順）
・Aの作業が終了しバーコードを新たに貼付完了した資料、および既にバーコード貼付済みの資料15万冊について行う。
・業務システムの請求記号保守画面を開き、入っている文字・数字を削除する。
・業務システムの請求記号付与画面で、貼付したバーコードを読み込み、請求記号を付与する。このとき、個々の資料の巻号もしくは発行年月を、請求記号3段目に加えること。
・業務システムで請求記号ラベルを作成し、印刷する。
・印刷したラベルを資料に貼付し、保護シール（ラベルキーパー）を貼る。
（B-c 作業の留意事項）
・ラベルは、カバーの上からマニュアル通りの位置に貼付し、資料に直に貼らないこと。
C　蔵書点検作業（バーコード貼付済み資料のポータブル端末での読込）
バーコードを貼付し、所定の位置に戻した資料を含む15万冊について、地下書庫配架場所でポータブル端末によるバーコードの読込を行う。読み込んだデータは、その日のうちにポータブル端末ごと図書館職員へ引き渡す。
・図書館職員による蔵書点検前処理が必要であるため、作業時期は事前に打ち合わせること
【提案項目】
A　新規雇用失業者の求人方法
新規雇用失業者の求人方法について、独自のネットワーク活用や関連媒体の利用など、その内容を具体的に提案すること。
　
　　B　障がい者の訓練方法について
本業務の中で、以下の点で支援策を提案すること。
・どのような障がい者を雇用するか
・この業務中でどのような技能を習得し、就労に繋げるか
・そのためのカリキュラムの構築及び工夫について
　　
C　障がい者支援者のサポート方法について
障がい者支援者に対するサポートについて、以下の点で提案すること。
・障がい者を訓練するにあたっての支援員へのサポート体制
・支援員の障がい者理解を高める工夫
D　就職率について

事業終了後の就職率（１年以上の契約社員又は正社員）の目標値は、５０％以上を提案すること。新雇用失業者が業務終了後、就職目標率を達成するための具体的支援策を提案すること。
＊　その他
　・作業実施にあたっては、大阪府と逐次必要な連携を図ること。
・提案内容については大阪府と随時協議を行いながら真摯に履行すること。
（４）報告書等について

①　事業の実施状況のほか、就職状況などについて把握し、適宜大阪府に報告すること。
②　大阪府は、必要に応じて、事業内容等について臨時に報告を求めることがあるので、協力すること。　

③　なお、調査結果については、受託者名等も公表する場合がある。
（５）就職支援等について

雇用していた求職者に対し、雇用期間終了後の再就職のため、法令に抵触しない範囲で下記の就職の支援・あっせんを行うこと。

①　就職活動を行う場合の時間的配慮をすること。

②　就職情報等を提供すること。

③　雇用期間終了までに、就職の未内定者については、ハローワーク、ＪＯＢプラザ
OＳＡＫＡ、ＪＯＢカフェＯＳＡＫＡ等の就職支援機関に求職登録させ、確認すること。
4 職業紹介や派遣許可を受けている受託者については、就職あっせんや紹介予定派遣などにより、求職者に対し、就職の支援・あっせんを行うこと。
（６）委託費の上限

　 　   委託費の総額は、２４，２３８千円（消費税相当額を含まない）を上限とする。

　また、新規雇用の失業者１人１ヶ月あたりの委託費の上限額は、３３６千円（消費税相当額）を含まない）を上限とする。この金額は提案金額（総額）を、新規雇用の失業者数及び雇用月数で除した金額である。
　（７）業務に携わる者の資格及び人数
　　　　　資格要件がある職種は、公募実施要項に基づき、要件に合致していることを証する書類（職務経歴書等）の提出が必要なので、留意すること。
1 新規求職者等を育成、指導し、円滑な業務の推進及び全体の進捗管理を行う者
○統括責任者（1名以上）
　・司書資格を有する者で、人事・労務の経験を３年以上有する者
○副統括責任者（1名以上）
　・司書資格を有する者で、人事・労務の実務経験を有し、統括責任者を補佐できる
　　者
　    
　注１）統括責任者及び副統括責任者は新規雇用ではないこと
　　　　　注２）統括責任者及び副統括責任者の兼任は認めない。
　　
2 新規求職者より雇用し業務を行う者
○障がい者支援者（３名以上）
　・障がい者支援の支援に関する経験を有し、事業所等において、障がい者支援・指導に直接従事した経験がある者
○作業員（6名以上）
・全員障がい者
（８）業務体制
1 統括責任者及び副統括責任者を配置する。
　＊統括責任者は作業実施場所に常駐し、本業務を管理・統括する者。
　＊副統括責任者は統括責任者を補佐する者。
　＊統括責任者と副統括責任者の兼任は認めない。
2 障がい者支援者を配置する。
　＊障がい者支援者は、データベース構築等業務を行う作業員を指導する者。
3 作業員は、データベース構築等業務を行う。
4 作業実施場所にある内線電話は、発注者との連絡手段として使用可能であるが、その他の連絡手段は受託者が用意する。
5 作業員は図書館内では、受託者名の書かれたネームプレートまたは腕章を着用する。なお、これは受託者が用意する。
（９）その他

①　個人情報を取り扱うときは、「個人情報取扱特記事項」を守ること。なお、個人情報保護の観点から受託者は、『誓約書』（別添２）を提出すること。

②　本事業の実施で得られた成果、情報（個人情報を含む）等については大阪府に帰属する。
③　事業の再委託は原則禁止することとし必要がある場合は大阪府と協議するものとす　る。
④　その他、事業の実施に際しては大阪府の指示に従うこと。

⑤　その他詳細については、大阪府と本事業の委託契約を締結する際に別途協議する。
３  精算について

（１）受託者は、事業終了後、大阪府に対して収支精算書を提出し、大阪府の確認を受けること。


（2） 大阪府は、新規雇用の失業者の人件費及びその他の人件費についても、給与明細、賃金台帳、業務日誌、出勤簿、公的証明書、領収書等の各種証拠書類との確認を行い、見積りよりも退職・欠勤等によりそれぞれの人件費の実績が下回った場合は、減額・返還を求めることができる。
４　大阪府公募型プロポーザル方式 応募提案・見積心得
（別添１１）
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